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白 石 市 

 

  

計画策定の背景 

本市では、平成 12（2000）年度の介護保険制度の開始以降、７期にわ

たって高齢者福祉計画及び介護保険事業計画を策定してきました。 

特に、第６期計画からは、『高齢者が地域で自分らしい生活を安心して送れ

るまち』という基本理念を掲げ、令和７（2025）年に向けて、「介護予防と

生活支援サービス事業」、「在宅医療・介護による連携」、「認知症高齢者に対

する支援」、「生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築」の４つを重点

項目とした地域包括ケアシステム構築に向けて、市民や関係機関・団体との

連携・協働を図りつつ、様々な施策の取り組みを続けています。 

「白石市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画」（以下「本計画」とい

う。）は、引き続き、令和７（2025）年とともに、その先に高齢者が大きく

増加する令和 22（2040）年を見据えた計画として、本市の高齢者福祉・

介護保険施策の基本的な考え方や具体的な取り組み等を示すとともに、「地域

包括ケアシステム」の充実・向上及び誰もが支え合う地域共生の社会づくり

を推進します。 
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高齢者、要支援・要介護認定者数の推移と推計 

高齢者人口・高齢化率 

今後も総人口の減少傾向が続きますが、

第８期計画期間内は高齢者人口の増加が続

くことが見込まれ、令和５（2023）年度

の高齢者人口は11,929人になることが

見込まれます。なお、令和７（2025）年

度以降は、高齢者人口も減少するとみられ

ます。 

また、高齢化率は令和５（2023）年

度には 37.3％、令和７（2025）年度に

は 38.2％、令和 22（2040）年度には

43.6％に上昇することが見込まれます。 

 

要支援・要介護認定者数 

要支援・要介護認定者数は今後も増加

傾向が続き、令和５（2023）年度に

は、2,113人、令和７（2025）年度に

は 2,131人、令和 22（2040）年度に

は 2,247人になることが見込まれます。 

また、第１号被保険者数に占める認定

者数の割合（認定率）は今後も上昇し、

令和５（2023）年度には 17.5％、令和

７（2025）年度には 17.8％、令和 22

（2040）年度には 21.8％になることが

見込まれます。 

 

計画期間と日常生活圏域の設定 

計画期間 

計画期間は、令和３（2021）年度から

令和５（2023）年度までの３年間です。 

介護保険事業計画は、介護保険法第

117条第１項の規定により、３年を１期

として定めることとされています。 

 
 

日常生活圏域の設定 

本市における日常生活圏域については、市民の様々な意識が「地区公民館区域」を基本として形成さ

れている現状を踏まえて、次の９圏域を設定しています。 

日常生活 

圏域 

① 

白石地区 

② 

越河地区 

③ 

斎川地区 

④ 

大平地区 

⑤ 

大鷹沢地区 

⑥ 

白川地区 

⑦ 

福岡地区 
（深谷地区を除く） 

⑧ 

福岡深谷地区 

⑨ 

小原地区 

地区人口 

（人） 
17,305 1,379 939 2,505 1,807 1,485 5,467 1,616 696 

（令和２（2020）年９月末現在） 

98 85 72 66 67 67 67 68 
260 270 287 287 288 292 292 307 

269 260 228 216 217 221 223 234 

461 469 514 516 518 522 523 555 

384 407 403 416 425 428 435 461 

291 318 316 329 344 349 356 
371 214 214 236 234 235 234 235 
251 1,977 2,023 2,056 2,064 2,094 2,113 2,131 
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第８期計画期 団塊の世代が

後期高齢者

団塊ジュニア

世代が高齢者

（人） （％）

3,597 3,506 3,334 3,310 3,189 3,074 2,872 1,782

18,898 18,622 18,043 17,735 17,359 16,990 16,318

11,417

11,609 11,681 11,822 11,871 11,913 11,929 11,841
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（人） （％）
団塊の世代が

後期高齢者
団塊ジュニア

世代が高齢者
第８期計画期間

第７期計画 

（H30～R2） 

第８期計画 

（R3～R5） 

H27（2015） R7（2025） 

団塊世代が 

75歳以上 

第６期計画 

（H27～H29） 

団塊世代が 

65歳以上 

R22（2040） 

団塊ジュニア 
世代が 

65歳以上 

第９期計画 

（R6～R8） 

令和７（2025）年度までの見通し 

出典：令和２（2020）年度実績値 住民基本台帳（令和２（2020）年９月末） 

出典：地域包括ケア「見える化システム」 
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計画の基本理念・基本目標 

本計画の基本理念は、「団塊の世代」が後期高齢者となる令和７（2025）年、団塊ジュニア世代が

65歳以上となる令和 22（2040）年に向けて、高齢者一人ひとりが自身の健康を維持しつつ、介護

が必要な状態になっても住み慣れた地域で自分らしい生活を続けられるよう、住まい・医療・介護・介

護予防・生活支援が切れ目なく提供される地域包括ケアシステムの充実、向上を目指します。 

 

 
 

施策目標１ 

生きがいづくりと社

会参加、地域での支

え合いの促進 

施策目標２ 

いつまでも元気で 

暮らせる健康づくり 

１ 高齢者がいきいきと充実した生活を継続するための支援 

２ 生きがい・交流づくりの推進を継続するための支援 

３ 地域での生活支援 

１ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

２ 介護予防・生活支援サービス 

３ 一般介護予防事業 

施策目標３ 

地域包括ケアの 

充実・推進 

１ 地域包括支援センターの体制強化 

２ 在宅医療・介護連携推進事業 

施策目標４ 

安心して暮らせる 

ためのまちづくりの

推進 

１ 認知症にやさしい地域づくり 

２ 高齢者福祉サービスの充実 

３ 安心できる住まいの確保、住環境の整備 

４ 安全な暮らしの確保 

施策目標５ 

介護保険事業の充実 

１ 居宅サービス・介護予防サービス 

２ 地域密着型・介護予防地域密着型サービス 

３ 施設サービス 

４ 介護給付費・予防給付費の状況 

５ 介護給付適正化 

６ 家族介護者の負担軽減 

お互いの自分らしさを認め合い、支え合いながら、 

いつまでも暮らし続けられるまち 

《基本理念》 

《施策体系》 
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施策目標１ 生きがいづくりと社会参加、地域での支え合いの促進 

高齢者が健康で生きがいを持って暮らすために、高齢者が培ってきた豊かな経験、知識及び技術等を

地域社会で発揮しながら、いきいきとした生活を送ることができるように、社会参加の支援及び基盤整

備を推進します。 

また、地域にある人や活動は「宝」であり、それを発見し大事に育み、人と人がつながることで、助

け合い・支え合いが生まれ、高齢者が暮らしやすい地域づくりの推進を図ります。 

 

１ 高齢者がいきいきと充実した生活を継続するための支援 

（１）高齢者の生きがいづくりの支援 

①生きがいデイサービス事業（ほっとくらぶ） 

②老人福祉センター利用助成事業 

③高齢者の就労対策の推進 

 

（２）高齢者の移動手段の確保 

①市民バス、乗合タクシーの運行 

②高齢者バス乗車証等交付事業 

③高齢者等地域ささえ愛互助活動支援事業 

（移動支援） 

 

２ 生きがい・交流づくりの推進を継続するための支援 

（１）老人クラブ等の育成・支援 

（２）生涯にわたるスポーツ活動の推進 

①生涯スポーツの普及・啓発事業 

②高齢者スポーツの推進・普及事業 

③しろいしウォーキングマップの普及 

（３）生涯学習の推進 

 

３ 地域での生活支援 

（１）地域コミュニティによる生活支援 

①地域コミュニティ活動のための人材育成 

②高齢者見守り体制の構築・改善 

・地域住民による見守り 

・高齢者等見守り協定締結機関による見守り 

（２）生活支援体制整備事業 

（３）高齢者等地域ささえ愛互助活動支援事業 

（家事支援） 

 

 

施策目標２ いつまでも元気で暮らせる健康づくり 

要介護の原因となる「筋力低下の予防」、「閉じこもり」、「認知症予防」、「お口の健康」、「栄養」等に

関する健康づくりの普及啓発、健康運動教室などの機会の提供を行うとともに、地域の互助、民間サー

ビスも活用しながら地域全体で健康づくりや介護予防に取り組むことができる仕組みづくりを進めてい

きます。さらに、要介護状態になっても生きがいや役割を持ち生活できる地域づくりを目指します。 

また、健康な高齢期を過ごすことができるよう、前期高齢期からの健康づくりを推進していきます。 

なお、これらの事業を進めていくに当たり、保健福祉、介護予防、介護保険サービスなど、各種デー

タを整理分析し、活用していきます。 

 

１ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

（１）自立支援、介護予防・重度化防止のための取り組み 

・自立支援、介護予防・重度化防止に関して、市民や関係機関へ普及啓発を図る。 

・認知症予防の推進を図る。 

・高齢者自身が担い手となる活動の場や住民主体の通いの場の創出、担い手の養成への取り組みを図る。 

・地域ケア会議の充実による地域課題を解決する取り組みを図る。 
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２ 介護予防・生活支援サービス 

（１）訪問型サービス（訪問介護相当サービス） 

（２）通所型サービス（通所介護相当サービス） 

（３）多様なサービス 

 

（４）介護予防ケアマネジメント事業 

①要支援者に対する予防給付ケアマネジメント 

②総合事業対象者に対する介護予防ケアマネジメ

ント 

 

３ 一般介護予防事業 

（１）一般介護予防事業の実施 

①介護予防普及啓発事業 

②介護予防把握事業 

③地域介護予防活動支援事業 

④一般介護予防事業評価事業 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

⑥保健事業と介護予防の一体化 

 

 

施策目標３ 地域包括ケアの充実・推進 

本市における地域包括ケアシステムの充実に向けて、その中心となる地域包括支援センターの体制充

実を図ります。 

また、各地域での高齢化の進行や家族形態の多様化が進んでいますが、高齢者が可能な限り住み慣れ

た地域で暮らし続けることができるよう、自立した生活の支援の充実や在宅医療・介護の連携を推進す

るほか、高齢者のみならず、地域のあらゆる住民が可能な範囲で役割を持ち、支え合いながら、自分ら

しく活躍できる地域コミュニティを育成し、公的な福祉サービスを活用しながら協働して暮らすことの

できる「地域共生社会」の実現を目指します。 

 

１ 地域包括支援センターの体制強化 

（１）地域包括支援センターの設置・運営 

①総合相談業務の充実 

・地域包括支援センターにおける総合相談 

・専門的・継続的な相談支援 

・地域におけるネットワークの構築 

・高齢者の実態把握 

・在宅介護支援センターによる相談窓口 

・提供体制の整備 

 

②権利擁護業務の充実 

・成年後見制度に関する支援 

・高齢者虐待への対応 

・困難事例への対応 

③包括的・継続的ケアマネジメント支援事業の充実 

（２）地域ケア会議の推進 

（３）多職種協働による地域包括支援ネットワーク

の充実 

（４）地域包括支援センター事業評価の実施 

 

２ 在宅医療・介護連携推進事業 

（１）在宅医療・介護連携推進事業の実施 

①地域の医療・介護保険サービス資源の把握 

②在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

③切れ目のない在宅医療・介護の提供体制の構築 

④医療・介護関係者の情報共有の支援 

⑤在宅医療・介護連携に関する相談支援 

⑥医療・介護関係者の研修 

⑦地域住民への普及啓発 

⑧関係市町村の連携 
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施策目標４ 安心して暮らせるためのまちづくりの推進 

高齢者が地域で自立した生活を送るためには、介護保険サービスとともに、介護保険以外の多様なサ

ービスにより、日常生活へのきめ細かな支援や見守りを行うことが必要です。 

また、認知症になっても意思が尊重され、できる限り住み慣れた自宅や地域で自分らしく暮らし続け

られる「共生」を目指し、認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実や、認知症に関わる医療と福

祉・介護の連携強化を図ります。また住民が、認知症の正しい知識を獲得し、自ら「予防」の行動をと

り、認知症の人や家族のことを「我が事」として参画するまちを目指します。 

 

１ 認知症にやさしい地域づくり 

（１）普及啓発 

①標準的な認知症ケアパスの作成・普及 

②認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進 

③認知症サポーターの養成と活用 

（２）医療・ケア・介護サービスの充実 

①認知症初期集中支援推進事業 

②認知症地域支援・ケア向上事業 

（３）認知症を支える仕組みづくりと若年性認知症の人への支援 

①認知症の人や介護者への支援（認知症カフェ（オレンジカフェ）の開催） 

②若年性認知症支援の充実 

③消費者被害の防止 

④高齢者虐待防止ネットワークの充実 

⑤日常生活自立支援事業（まもりーぶ）の利用支援 

⑥認知症高齢者の見守り体制・ひとり歩き対策 

・高齢者等ＳＯＳネットワーク事業 

・白石市認知症高齢者等見守りＱＲコード活用事業 

 

２ 高齢者福祉サービスの充実 

（１）高齢者福祉サービスの実施 

①高齢者等安心見守り事業 

②配食サービス事業 

③救急医療情報キット配布事業 

④在宅老人等紙おむつ給付事業 

⑤家族介護慰労金支給事業 

⑥訪問理容サービス事業 

⑦寝具類等洗濯乾燥消毒サービス事業 

⑧高齢者タクシー利用助成事業 

⑨養護老人ホーム等への措置 

 

３ 安心できる住まいの確保、住環境の整備 

（１）安心できる住まいの確保、住環境の整備 

①居宅介護支援事業者等支援事業費補助事業 

（住宅改修支援） 

②高齢者世話付き住宅及び生活援助員派遣事業 

③軽費老人ホーム（ケアハウス） 

④有料老人ホーム 

⑤サービス付き高齢者向け住宅 

 

４ 安全な暮らしの確保 

（１）避難行動要支援者対策の充実 （２）緊急事態の事前対策の推進 
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施策目標５ 介護保険事業の充実 

高齢者が、介護が必要な状態となっても、それぞれのニーズにあった適切なサービスを選択できるよ

うサービスの見込量に応じて計画的に介護保険サービスを整備します。 

計画期間の給付費、利用回数・日数、利用人数の推計値は、厚生労働省が運営する「地域包括ケア

『見える化システム』」において算出したものです。 

介護保険事業の推進に当たっては、介護給付費の適正化を推進し、費用の効率化を図ります。 

居宅サービス・介護予防サービス 

（１）訪問介護 

（２）訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

（３）訪問看護・介護予防訪問看護 

（４）訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリ

テーション 

（５）居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

（６）通所介護 

（７）通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリ

テーション 

（８）短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

（９）短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

（10）特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居

者生活介護 

（11）福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

（12）特定福祉用具購入・介護予防特定福祉用具購入 

（13）住宅改修・介護予防住宅改修 

（14）居宅介護支援・介護予防支援 

地域密着型・介護予防地域密着型サービス 
（１）地域密着型通所介護 

（２）認知症対応型通所介護・介護予防認知症

対応型通所介護 

（３）小規模多機能型居宅介護・介護予防小規

模多機能型居宅介護 

（４）認知症対応型共同生活介護・介護予防認

知症対応型共同生活介護 

（５）地域密着型特定施設入居者生活介護 

（６）地域密着型介護老人福祉施設 

（７）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

（８）看護小規模多機能型居宅介護 

 

施設サービス 
（１）介護老人福祉施設 

（２）介護老人保健施設 

（３）介護医療院 

 

１ 介護給付費・予防給付費の状況 

第７期計画期間中の介護給付費の推

移は給付費全体としては増加傾向が続

いています。令和３（2021）年度以

降の推計では、居宅サービスと地域密

着型サービスにおいて増加を見込みま

すが、施設サービスは第８期計画期間

内で近隣での施設整備を想定しないも

のとします。そのため、給付費全体と

しても、やや増加する見込みとなって

います。 

 

予防給付費の推移をみると、増加傾

向が続いています。令和３（2021）

年度以降の推計では、介護予防サービ

スと介護予防支援は緩やかに増加しま

すが、地域密着型介護予防サービスは

介護予防小規模多機能型居宅介護のみ

の利用を想定し、令和元（2019）年

度よりやや低い給付費で推移する見込

みです。 

  

介護給付費の実績・推計 

 

予防給付費の実績・推計 

 

827,579 760,918 757,957 830,815 854,575 866,777 851,063 903,598 

660,067 742,692 863,890 885,872 898,090 907,504 899,272 921,465 

1,180,736 1,262,830 
1,369,485 1,347,898 1,348,646 1,348,646 1,462,953 

1,551,088 
137,767 139,230 

140,578 147,987 151,657 154,011 151,591 
160,753 

2,806,150 2,905,670 
3,131,910 3,212,572 3,252,968 3,276,938 3,364,879 

3,536,904 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000
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3,000,000
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R7年度

(2025年度)

R22年度

(2040年度)

居宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス 居宅介護支援

第８期計画期間 団塊の世代が

後期高齢者

団塊ジュニア

世代が高齢者（千円）
見込み実績値

15,577 
17,927 

27,316 28,339 28,351 28,491 28,491 29,854 
1,564 

2,117 

0 
1,678 1,679 1,679 1,679 

1,679 

5,298 

5,351 

5,618 

5,707 5,711 5,819 5,819 
6,091 

22,439 

25,395 

32,934 

35,724 35,741 35,989 35,989 
37,624 

0

5,000
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15,000

20,000
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30,000

35,000
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介護予防サービス 地域密着型介護予防サービス 介護予防支援

（千円）
第８期計画期間 団塊の世代が

後期高齢者

団塊ジュニア

世代が高齢者（千円）
見込み実績値
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２ 介護給付適正化 

（１）介護給付等費用適正化事業の実施 

①要介護認定の適正化 

②ケアプランの点検 

③住宅改修・福祉用具実態調査 

④医療情報との突合・縦覧点検 

⑤介護給付費通知 

（２）地域密着型サービス事業者等に対する指導 

 

 

３ 家族介護者の負担軽減 

（１）サービス提供体制の整備の推進 （２）相談窓口の強化 

 

第８期計画期間の介護保険料 

本計画期間である令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの本市の保険料基準額及び段

階別の保険料等は、介護給付・予防給付等の見込み、さらに、地域支援事業費、調整交付金見込み額等

の各種事業費、交付金等を加えて計算しました。 

その結果、本市における令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間の介護保険料

基準額は下表の第 5段階のとおり、月額で 5,600円、年額で 67,200円となります。 

 

【第１号被保険者の所得段階別保険料】 

段 階 各段階の所得区分 計算方法 保険料月額 

第 1段階 

本
人
が
非
課
税 

世
帯
非
課
税 

・生活保護を受けている方 
・世帯全員が市民税非課税の老齢福祉年金受給者 
・世帯全員が市民税非課税かつ本人の年金収入等が

80万円以下の方 

基準額×0.50 2,800円 

第 2段階 
・世帯全員が市民税非課税 
  かつ 
 本人の年金収入等が80万円超120万円以下の方 

基準額×0.75 4,200円 

第 3段階 
・世帯全員が市民税非課税 
  かつ 
 本人の年金収入等が120万円超の方 

基準額×0.75 4,200円 

第 4段階 
世
帯
課
税 

・本人が市民税非課税の方 
（世帯内に市民税課税者がいる場合） 
  かつ 
 本人の年金収入等が80万円以下の方 

基準額×0.90 5,040円 

第 5段階 

・本人が市民税非課税の方 
（世帯内に市民税課税者がいる場合） 
  かつ 
 本人の年金収入等が80万円超の方 

基準額×1.00 5,600円 

第 6段階 

本
人
が
課
税 

・本人が市民税課税の方 
（合計所得金額が120万円未満） 

基準額×1.20 6,720円 

第 7段階 
・本人が市民税課税の方 
（合計所得金額が120万円以上210万円未満） 

基準額×1.30 7,280円 

第 8段階 
・本人が市民税課税の方 
（合計所得金額が210万円以上320万円未満） 

基準額×1.50 8,400円 

第 9段階 
・本人が市民税課税の方 
（合計所得金額が320万円以上） 

基準額×1.70 9,520円 

 

 

 

白石市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画 ～概要版～ 
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